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資料１ 



歳入総額
（Ａ）

歳出総額
（Ｂ）

翌年度に
繰り越すべ
き財源（Ｃ）

実質収支
（Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ）

一般会計
（前年度）

１,６５７
（１,４８４）

１,６３６
（１,４３６）

１９
（２６）

２
(２２）

特別会計
（前年度）

75７
（７５４）

７４６
（７３９）

０
（０）

１１
（１５）

１．一般会計／特別会計決算

（単位：億円）

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

１

R01 繰越明許費(R01→R02 小・中学校施設災害復旧、被災農業者支援事業等) 181億円
H30 繰越明許費(H30→R元 小・中学校エアコン設置、篠ノ井総合市民センター等) 98億円
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H26 H27 H28 H29 H30 R01決算

実質収支 財政調整基金取崩額 財政調整基金積立額

２．実質収支と財政調整基金取崩額の推移 ２
（単位：億円）

（年度）

実質収支

財政調整基金取崩額

財政調整基金積立額

(前年度実質収支の１／２
を積立てる)

（一般会計）

※令和元年度は東日本台風災害に伴う農業施設災害復旧に関し、約51億円の補助金が令和２年度以降の歳
入となることなどにより取崩額の増、実質収支の減となった。

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。



３．一般会計 歳入の状況

10億円の増

市 税

586億円

(35％)

国・県支出金

350億円

(21％)

譲与税・交付金
102億円(6％)

地方交付税

235億円

(14％)

諸収入

80億円(5％)

歳入総額 １,657億円

※2 各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

※1 その他＝分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金

３

前年度に比べ
１億円の増

69億円の増

28億円の増

※（ ）内は、構成比 ○は主な増減内容

10億円の増

１億円の増

54億円の増

その他

129億円(8％)
≪前年度に比べ 173億円の増≫

市債
175億円(11％)

○所得雇用環境改善に伴う個人市
民税の増

○低金利政策の長期化に伴う企業
収益減による法人市民税の減

○東日本台風災害に係る災害等廃棄物処理
事業費補助金及び災害救助費委託金の増

○幼児教育・保育の無償化に伴う児童福祉
運営費負担金の増

○東日本台風災害関連事業費の増に伴う
特別交付税の増

○東日本台風災害に係る災害廃棄物
等処理事業費の増に伴う災害対策
債の増



区 分 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

市 税 ５８６ ５８５ １ 0.２％

譲与税・交付金 １０２ １０１ １ ０.９％

地方交付税 ２３５ ２０７ ２８ １３.７％

国・県支出金 ３５０ ２８１ ６９ ２４.４％

諸収入 ８０ ７０ １０ １３.７％

市 債 １７5 １２１ 53 ４3.９％

その他 １２９ １１９ 11 ９.3％

合 計 1,６５７ 1,484 １７３ １１.７％

４．一般会計 歳入の状況（対前年度比）
（単位：億円）

４

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。増減率は、決算額（千円単位）で計算した数値を表示。



５．一般会計 歳入の主な増減内容 ５

市税
(＋1.2億円)

個人市民税(所得雇用環境改善に伴う増、災害減免による減) ＋４.８億円

法人市民税(低金利政策長期化に伴う企業収益減による減) △４.８億円

地方交付税
(+28.4億円)

特別交付税(東日本台風災害関連事業の増) ＋２７.１億円

国・県支出金
(＋68.5億円)

災害等廃棄物処理事業費補助金(東日本台風災害) ＋２２.8億円

児童福祉運営費負担金(幼児教育・保育の無償化) ＋８.３億円

災害救助費委託金(住宅)(東日本台風災害) ＋６.７億円

学校施設環境改善交付金(第一学校給食センター・エアコン整備) ＋６.７億円

市債
(＋53.3億円)

災害対策債(東日本台風災害 災害廃棄物運搬処理等) ＋２４.９億円

学校給食施設整備債(第一学校給食センター) ＋１３.８億円

歳入欠かん債(東日本台風災害による市税減免) ＋1.2億円

臨時財政対策債(地方財政計画) △１１.１億円

その他
(＋11.0億円)

財政調整基金繰入金(東日本台風災害等に伴う一般財源不足) ＋１９.１億円

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。



※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

６ ． 一 般 会 計 歳 入 の 推 移 ６

（年度）

（単位：億円）

市税

諸収入

その他

譲与税・交付金

地方交付税

国・県支出金

市債

自
主
財
源

依
存
財
源

1,4841,5311,510

1,623
1,706

1,593
1,5111,525

1,657

（52.0%）
(+4.1)

（48.0%）
(△4.1)



７．市 税 の 推 移

0

100

200

300

400

500

600

700

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01決算

186 195 195 197 201 203 205 205 210

61 64 64 73 68 64 59 64 59

278 261 262 264 260 263 265 262 262
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（単位：億円）

個
人
市
民
税

575 585583587570 575

７

582

（年度）

584

法
人
市
民
税

固
定
資
産
税
・都
市
計
画
税

そ
の
他

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

586

※市税のピークは平成９年度の624億円



８．地方交付税及び臨時財政対策債推移
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（単位：億円）

普
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交
付
税

臨
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財
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債

326

273
257

335330 339

８

287

（年度）

260
特
別
交
付
税

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

291



９．一般会計 歳出（款別）の状況

民 生 費
547億円
（33％）

衛生環境費
170億円
（10％）

商工観光費90億円（6％）

災害復旧費70億円（4％）

歳出総額 １,636 億円

公債費

160億円(10％)

消防費46億円（3％）

その他28億円（2％）

前年度に比べ
34億円の増

１億円の増

48億円の増

（議会費・労働費・農林業費）

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。 ※（ ）内は、構成比 ○は主な増減内容

９

土木費

177億円

（11％）

総務費

179億円

（11％）

56億円の増

43億円の増

16億円の増

３億円の増

２億円の増

1億円の増

教育費
169億円
（10％）

≪前年度に比べ 200億円の増≫

３億円の減

○東日本台風災害に伴う長野市
被災者生活再建支援金の増

○障害者(児)介護給付費・訓練
等給付費の増

○東日本台風災害に伴う避難所運営費の増
○東日本台風災害に伴う応急仮設住宅整備費の増
○防災行政無線デジタル化整備費の増

○東日本台風災害に伴う災害廃棄物等及び
宅内がれき混じり土砂等撤去費の増

○第一学校給食センター改修費の増
○小・中学校大規模改修費(エアコン整備)
の増

○東日本台風災害に伴う現年災害
農業施設復旧費の増



性質別経費区分 令和元年度 平成３０年度 増減額 増減率

義
務
的

人 件 費 ２３７ ２３５ ２ 1.0%

扶 助 費 ３０３ 29４ ９ ３.０%

公 債 費 １６０ １５７ ３ ２.０%

義務的経費計 ７００ 686 １４ ２.１%

投
資
的

普通建設（補助） １２８ ８０ ４８ ５９.２%

普通建設（単独） ８９ ８３ ６ ７.４%

災害復旧費 ７６ １５ ６１ ４１３.４%

投資的経費計 ２９３ １７８ １１５ ６４.５%

その他経費 ６４３ ５７２ ７１ １２.５%

合 計 1,636 1,436 ２００ １4.０%

１０．一般会計 歳出（性質別）の状況（対前年度比）

（単位：億円）

１０

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。増減率は、決算額（千円単位）で計算した数値を表示



１１．一般会計 歳出の主な増減内容 １１

●人 件 費
(＋2.3億円)

退職手当（退職者の増） ＋３.７億円

●扶 助 費
(＋8.８億円)

長野市被災者生活再建支援金(東日本台風災害) ＋５.５億円

障害者（児）介護給付費・訓練等給付費 ＋４.３億円

●公 債 費
(＋3.1億円)

市債元利償還金(第四学校給食センター、高機能消防システム整備等償還) ＋3.１億円

○普通建設費
(補助)(＋47.7億円)

第一学校給食センター改修 ＋２５.０億円

小・中学校大規模改造(エアコン整備) ＋１３.7億円

篠ノ井総合市民センター建設事業 ＋3.1億円

○普通建設費
(単独) (＋6.1億円)

防災行政無線デジタル化整備 ＋８.５億円

篠ノ井総合市民センター建設事業 ＋2.5億円

○災害復旧費
(＋61.1億円)

現年災害農業施設復旧(東日本台風災害) ＋51.６億円

道路施設応急復旧（東日本台風災害） ＋4.5億円

小・中学校施設復旧（東日本台風災害） ＋3.1億円

◎その他経費
(＋71.2億円)

災害廃棄物処理、宅内がれき混じり土砂撤去(東日本台風災害) ＋4８.４億円

被災者用仮住戸(建設型・借上型)賃借料(東日本台風災害) ＋1３.０億円

商品券事業（消費税引上げに伴う低所得者、子育て世帯向け商品券） ＋6.1億円

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。



１２．一般会計 歳出（性質別）の推移

（単位：億円）

義
務
的
経
費

人件費

扶助費

公債費

補助事業

その他

単独事業

貸付金

補助費等

物件費

そ
の
他

※災害復旧費は投資的経費に含む。
※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

１２

投
資
的
経
費

（年度）

1,436
1,5011,475 1,465

1,524 1,477

1,656
1,568

1,636

（39.3%）
(△0.6)

（17.9%）
(+5.5)

（42.8%）
(△4.9)
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1,533 

700

1,200
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１３．公債費及び市債借入・残高の推移

市債借入額

公債費

市債残高

（一般会計）

Ｈ１７.１合併

Ｈ22.１合併

１３
（単位：億円）

オリンピック関連施設
の建設に伴い増加

プロジェクト事業の着
実な推進に伴い増加

（年度）

元金 152
利子 8

決算

東日本台風災害復旧・
復興に伴い増加

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。
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１４．基 金 残 高 の 推 移

減
債
基
金

土
地
開
発
基
金

そ
の
他
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財
政
調
整
基
金

347
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380

366

１４

378

（単位：億円）

（年度）

（一般会計）

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

(△18)
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１５．経常収支比率の推移
％

財政構造の
硬直化

経常収支比率とは、市税や地方交付税などの経常的な財源が、人件費や公債費など義務的な経費や
経常的な経費にどれだけ使われているかを示す割合です。

弾力性のある
財政構造

◎令和元年度は、前年比で２.０％悪化し、過去最高
値となり、財政構造は、より硬直化している状況

１５

（年度）

長野市

中核市平均



１６．経常収支比率前年度比較

＝ ８９.８％×100

分 子

分 母 △７億円減

人件費、扶助費、公債費、
物件費、繰出金
人件費、扶助費、公債費、
物件費、繰出金

経常的経費充当一般財源経常的経費充当一般財源

人件費、扶助費、公債費、
物件費、繰出金

経常的経費充当一般財源

(＋２.０％)

市税、地方譲与税・交付金、
普通交付税、臨時財政対策債
市税、地方譲与税・交付金、
普通交付税、臨時財政対策債

経常一般財源総額経常一般財源総額

などなど

市税、地方譲与税・交付金、
普通交付税、臨時財政対策債

経常一般財源総額

など

○分母の主な減要因： 臨時財政対策債、地方消費税交付金の減など

○分子の主な増要因：

１６

など

人件費(退職者の増加)及び公債費(緊急防災減災事業債等の元
利償還の増加）の増など

９００億円

８２６億円

＋１１億円増

９１.８％９１.８％９１.８％


